
91

業
績
デ
ー
タ

2. 財産の状況

2-1　貸借対照表
（単位： 百万円）

科	　　　	目 平成19年度末
（平成20年3月31日現在）

平成20年度末
（平成21年3月31日現在） 科	　　　	目 平成19年度末

（平成20年3月31日現在）
平成20年度末
（平成21年3月31日現在）

（資産の部） （負債の部）
現金及び預貯金 2,080,139 2,279,210 保険契約準備金 108,479,918 102,727,247
　現金 10,298 7,416 　支払備金 888,173 1,165,595
　預貯金 2,069,841 2,271,794 　責任準備金 104,735,362 98,801,221
コールローン 788,686 460,258 　契約者配当準備金 2,856,381 2,760,430
債券貸借取引支払保証金 1,454,885 1,033,977 再保険借 192 237
買入金銭債権 59,981 4,527 その他負債 2,528,971 2,277,410
金銭の信託 1,861,542 409,123 　債券貸借取引受入担保金 1,636,572 1,321,335
有価証券 85,568,884 83,326,846 　未払法人税等 26,300 −
　国債 68,959,931 69,673,325 　未払金 254,961 585,386
　地方債 3,711,596 4,556,326 　未払費用 6,963 14,854
　社債 10,387,483 8,213,710 　前受収益 0 1
　外国証券 2,509,872 883,483 　預り金 8,207 11,536
貸付金 19,921,240 18,341,808 　機構預り金 565,804 322,468
　保険約款貸付 17 440 　仮受金 26,923 20,970
　一般貸付 12,278 217,386 　その他の負債 3,237 857
　機構貸付 19,908,944 18,123,982 退職給付引当金 52,316 53,667
有形固定資産 97,892 115,906 役員退職慰労引当金 19 62
　土地 40,726 40,726 価格変動準備金 559,002 446,581
　建物 37,266 36,485 負債の部合計 111,620,419 105,505,207
　建設仮勘定 9 28 （純資産の部）
　その他の有形固定資産 19,890 38,666 資本金 500,000 500,000
無形固定資産 44,340 72,912 資本剰余金 500,044 500,044
　ソフトウェア 44,326 72,895 　資本準備金 500,044 405,044
　その他の無形固定資産 13 16 　その他資本剰余金 − 95,000
代理店貸 137,754 96,140 利益剰余金 27,858 66,174
その他資産 275,835 262,121 　その他利益剰余金 27,858 66,174
　未収金 1,264 14,189 　　繰越利益剰余金 27,858 66,174
　前払費用 293 238 　株主資本合計 1,027,902 1,066,218
　未収収益 255,925 241,771 その他有価証券評価差額金 ▲ 123,651 6,537
　預託金 76 1,205 　評価・換算差額等合計 ▲ 123,651 6,537
　仮払金 17,219 2,864 純資産の部合計	 904,250 1,072,756
　その他の資産 1,056 1,852
繰延税金資産 234,196 175,888
貸倒引当金 ▲ 707 ▲ 759

資産の部合計	 112,524,670 106,577,963 負債及び純資産の部合計 112,524,670 106,577,963
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2-2　損益計算書
（単位： 百万円）

科	　　　	目 平成19年度
（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）

平成20年度
（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

経常収益 7,686,842 15,533,727
　保険料等収入 3,886,601 7,881,174
　　保険料 3,886,601 7,881,174
　資産運用収益 871,353 1,713,929
　　利息及び配当金等収入 839,559 1,646,201
　　　預貯金利息 2,549 5,342
　　　有価証券利息・配当金 546,885 1,105,874
　　　貸付金利息  2 1,707
　　　機構貸付金利息 285,570 521,851
　　　その他利息配当金 4,551 11,426
　　有価証券売却益 30,779 66,632
　　有価証券償還益 16 36
　　その他運用収益 997 1,058
　その他経常収益 2,928,888 5,938,624
　　責任準備金戻入額 2,922,887 5,934,141
　　退職給付引当金戻入額 666 −
　　その他の経常収益 5,334 4,483
経常費用 7,674,850 15,319,442
　保険金等支払金 6,149,669 13,935,765
　　保険金 6,147,434 13,866,946
　　年金 960 14,765
　　給付金 13 1,007
　　解約返戻金 239 10,347
　　その他返戻金 1,021 42,697
　責任準備金等繰入額 739,579 302,778
　　支払備金繰入額 726,697 277,421
　　契約者配当金積立利息繰入額 12,881 25,357
　資産運用費用 494,801 469,410
　　支払利息 1,788 5,987
　　金銭の信託運用損 318,576 296,779
　　有価証券売却損 62,449 107,165
　　有価証券評価損 105,568 58,738
　　有価証券償還損 44 74
　　為替差損 6,231 230
　　貸倒引当金繰入額 − 13
　　その他運用費用 143 421
　事業費 266,550 548,122
　その他経常費用 24,249 63,364
　　税金 15,176 37,455
　　減価償却費 8,299 23,896
　　退職給付引当金繰入額 − 856
　　役員退職慰労引当金繰入額 19 42
　　その他の経常費用 754 1,112
経常利益 11,991 214,285
特別利益 113,552 115,731
　価格変動準備金戻入額 113,536 112,420
　その他特別利益 15 3,311
特別損失 168 1,844
　固定資産等処分損 162 1,844
　減損損失 6 −
契約者配当準備金繰入額 106,910 275,913
税引前当期純利益 18,465 52,258
法人税及び住民税 154,586 29,534
法人税等調整額 ▲ 143,807 ▲ 15,593
法人税等合計 10,779 13,941
当期純利益 7,686 38,316

（注） 平成19年度については株式会社かんぽの計数が含まれています。
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2-3　キャッシュ・フロー計算書
（単位： 百万円）

科	　　　	目 平成19年度
（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）

平成20年度
（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
　税引前当期純利益 18,465 52,258
　減価償却費 8,299 23,896
　減損損失 6 −
　支払備金の増減額（▲は減少） 723,725 277,421
　責任準備金の増減額（▲は減少） ▲ 2,922,887 ▲ 5,934,141
　契約者配当準備金積立利息繰入額 12,881 25,357
　契約者配当準備金繰入額 106,910 275,913
　貸倒引当金の増減額（▲は減少） ▲ 37 51
　退職給付引当金の増減額（▲は減少） ▲ 583 1,351
　役員退職慰労引当金の増減額（▲は減少） 19 42
　価格変動準備金の増減額（▲は減少） ▲ 113,536 ▲ 112,420
　利息及び配当金等収入 ▲ 839,559 ▲ 1,646,201
　金銭の信託の運用損益関係（▲は益） 318,576 296,779
　有価証券関係損益（▲は益） 137,266 99,309
　支払利息 1,788 5,987
　為替差損益（▲は益） 6,231 230
　有形固定資産関係損益（▲は益） 162 1,449
　代理店貸の純増減額（▲は増加） 82,245 41,613
　その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（▲は増加） 105,463 9,434
　再保険借の純増減額（▲は減少） 192 45
　その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（▲は減少） ▲ 619,120 ▲ 246,199
　その他 1,528 ▲ 3,418
　　小　　計 ▲ 2,971,962 ▲ 6,831,238
　利息及び配当金等の受取額 1,228,276 1,885,530
　利息の支払額 ▲ 1,478 ▲ 6,191
　契約者配当金の支払額 ▲ 197,883 ▲ 396,351
　法人税等の支払額 ▲ 0 ▲ 178,734
営業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 1,943,048 ▲ 5,526,985
投資活動によるキャッシュ・フロー
　コールローンの取得による支出 ▲ 12,727,586 ▲ 34,180,058
　コールローンの償還による収入 11,938,900 34,508,486
　買入金銭債権の取得による支出 ▲ 139,906 ▲ 34,588
　買入金銭債権の売却・償還による収入 79,944 89,970
　金銭の信託の減少による収入 667,812 1,355,595
　有価証券の取得による支出 ▲ 9,423,284 ▲ 17,113,164
　有価証券の売却・償還による収入 10,753,134 19,534,039
　貸付けによる支出 ▲ 1,574,636 ▲ 2,967,687
　貸付金の回収による収入 3,066,542 4,547,148
　債券貸借取引支払保証金・受入担保金の純増減額（▲は減少） 181,686 105,671
　その他 93,986 ▲ 57,575
　　資産運用活動計 2,916,593 5,787,837
　　（営業活動及び資産運用活動計） 973,545 260,852
　有形固定資産の取得による支出 ▲ 13,843 ▲ 31,117
　有形固定資産の売却による収入 − 316
　その他 ▲ 10,197 ▲ 30,980
投資活動によるキャッシュ・フロー 2,892,552 5,726,056
財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー − −
現金及び現金同等物に係る換算差額 − −
現金及び現金同等物の増減額（▲は減少） 949,504 199,070
現金及び現金同等物期首残高 77 2,080,139
郵政民営化法第166条第1項の承継計画に定める現金
及び現金同等物の承継額 1,130,557 −

現金及び現金同等物期末残高 2,080,139 2,279,210
（注） 平成19年度については株式会社かんぽの計数が含まれています。
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2-4　株主資本等変動計算書
（単位： 百万円）

平成19年度
（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）

平成20年度
（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

株主資本
　資本金
　　前期末残高 50 500,000
　　当期変動額
　　　新株の発行 499,950 −
　　　当期変動額合計 499,950 −
　　当期末残高 500,000 500,000
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高 50 500,044
　　　当期変動額
　　　　新株の発行 499,994 −
　　　　資本準備金の取崩 − ▲ 95,000
　　　　当期変動額合計 499,994 ▲ 95,000
　　　当期末残高 500,044 405,044
　　その他資本剰余金
　　　前期末残高 − −
　　　当期変動額
　　　　その他資本剰余金の積立て − 95,000
　　　　当期変動額合計 − 95,000
　　　当期末残高 − 95,000
　　資本剰余金合計
　　　前期末残高 50 500,044
　　　当期変動額
　　　　新株の発行 499,994 −
　　　　資本準備金の取崩 − ▲ 95,000
　　　　その他資本剰余金の積立て − 95,000
　　　　当期変動額合計 499,994 −
　　　当期末残高 500,044 500,044
　利益剰余金
　　その他利益剰余金
　　　繰越利益剰余金
　　　　前期末残高 ▲ 22 27,858
　　　　当期変動額
　　　　　民営化に伴う税効果調整額 20,194 −
　　　　　当期純利益 7,686 38,316
　　　　　当期変動額合計 27,880 38,316
　　　　当期末残高 27,858 66,174
　　利益剰余金合計
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平成19年度
（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）

平成20年度
（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

　　　前期末残高 ▲ 22 27,858
　　　当期変動額
　　　　民営化に伴う税効果調整額 20,194 −
　　　　当期純利益 7,686 38,316
　　　　当期変動額合計 27,880 38,316
　　　当期末残高 27,858 66,174
　株主資本合計
　　前期末残高 77 1,027,902
　　当期変動額
　　　新株の発行 999,944 −
　　　資本準備金の取崩 − ▲ 95,000
　　　その他資本剰余金の積立て − 95,000
　　　民営化に伴う税効果調整額 20,194 −
　　　当期純利益 7,686 38,316
　　　当期変動額合計 1,027,825 38,316
　　当期末残高 1,027,902 1,066,218
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高 − ▲ 123,651
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ▲ 123,651 130,188
　　　当期変動額合計 ▲ 123,651 130,188
　　当期末残高 ▲ 123,651 6,537
　評価・換算差額等合計
　　前期末残高 − ▲ 123,651
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ▲ 123,651 130,188
　　　当期変動額合計 ▲ 123,651 130,188
　　当期末残高 ▲ 123,651 6,537
純資産合計
　前期末残高 77 904,250
　当期変動額
　　新株の発行 999,994 −
　　資本準備金の取崩 − ▲ 95,000
　　その他資本剰余金の積立て − 95,000
　　民営化に伴う税効果調整額 20,194 −
　　当期純利益 7,686 38,316
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ▲ 123,651 130,188
　　当期変動額合計 904,173 168,505
　当期末残高 904,250 1,072,756

（単位： 百万円）



１．有価証券の評価基準及び評価方法
　 　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じ

るものを含む。）の評価は、次のとおりであります。
　（１）満期保有目的の債券
　　　　…移動平均法による償却原価法（定額法）
　（２ ）責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債

券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金
対応債券をいう）

　　　　…移動平均法による償却原価法（定額法）
　（３）その他有価証券
　　　①　時価のあるもの
　　　　　 …決算日の市場価格等による時価法（売却原価の算定は移

動平均法）
　　　②　時価のないもの
　　　　　 …移動平均法による償却原価法（定額法）
　　　 　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直

入法により処理しております。

２．金銭の信託の評価基準及び評価方法
　 　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）における

信託財産の構成物の評価は、決算日の市場価格等（株式については
期末日以前１ヶ月の市場価格等の平均）による時価法によっており
ます。

　 　信託財産を構成している不動産のうち建物部分については定額
法、建物以外のものについては定率法による減価償却分を取得原価
から除いております。

　 　なお、その他の金銭の信託の評価差額については、全部純資産直
入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
　 　デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。
 
４．有形固定資産の減価償却の方法 
　 　有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
　　・建物　　　　定額法によっております。
　　・建物以外　　定率法によっております。

５．外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 
　 　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しておりま

す。
　 　なお、法人税法に規定する為替相場の著しい変動があり、かつ、

回収の見込がない（又は重要）と判断される外貨建資産・負債につ
いては、決算日の為替相場により円換算しております。

かんぽ生命の現状 200996

個別注記表
※ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（貸借対照表の注記）

平成19年度 平成20年度

１．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　 　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に

準じるものを含む。）の評価は、次のとおりであります。
　　　①　満期保有目的の債券
　　　　　…移動平均法による償却原価法（定額法）
　　　② 　責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対

応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づ
く責任準備金対応債券をいう）

　　　　　…移動平均法による償却原価法（定額法）
　　　③　その他有価証券
　　　　・時価のあるもの
　　　　　 …決算日の市場価格等による時価法（売却原価の算定は

移動平均法）
　　　　・時価のないもの
　　　　　 …移動平均法による償却原価法（定額法）
　　　　 　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。

（２）金銭の信託の評価基準及び評価方法
　　 　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）にお

ける信託財産の構成物の評価は、決算日の市場価格等（株式に
ついては期末日以前1ヶ月の市場価格等の平均）による時価法
によっております。

　　 　信託財産を構成している不動産のうち建物部分については定
額法、建物以外のものについては定率法による減価償却分を取
得原価から除いております。

　　 　なお、その他の金銭の信託の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　　 　デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

（４）有形固定資産の減価償却の方法
　　 　有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっており

ます。
　　　・建物　　　　定額法によっております。
　　　・建物以外　　定率法によっております。

（５）無形固定資産の減価償却の方法
　　 　ソフトウェア　　利用可能期間に基づく定額法によっており

ます。

（６）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
　　 　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算してお

ります。
　　 　なお、法人税法に規定する為替相場の著しい変動があり、か

つ、回収の見込がないと判断される外貨建資産・負債について
は、決算日の為替相場により円換算しております。



６．貸倒引当金の計上方法 
　 　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自

己査定基準及び償却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定し
た額及び個別に見積もった回収不能額を計上しております。

　   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監
査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま
す。

　 　なお、Ⅳ分類に分類した債権のうち、直接償却を行っている金額
は、74百万円であります。

７．退職給付引当金の計上方法
　 　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に

係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
平成10年6月16日企業会計審議会）に基づき、当年度末において
発生したと認められる額を計上しております。

８．役員退職慰労引当金の計上方法
　 　役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備える

ため、支給見込額のうち、当年度末において発生したと認められる
額を計上しております。

９．価格変動準備金の計上方法
　 　価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額

を計上しております。

10．リース取引の処理方法
　 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

11．その他採用した重要な会計方針
　 （１）消費税等の会計処理方法
　　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

　（２）責任準備金の積立方法
　　　 　責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であ

り、保険料積立金については次の方式により計算しておりま
す。

　　　　① 　標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定
める方式（平成8年大蔵省告示第48号）

　　　　② 　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準
純保険料式 

　（３）ソフトウェアの減価償却の方法
　　　 　無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価

償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っており
ます。
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（７）貸倒引当金の計上方法
　　 　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産

の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づ
き算定した額及び個別に見積もった回収不能額を計上しており
ます。

　　 　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が
資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を
行っております。

　　 　なお、Ⅳ分類に分類した債権のうち、直接償却を行っている
金額は、115百万円であります。

（８）退職給付引当金の計上方法
　　 　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給

付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する
意見書」平成10年6月16日企業会計審議会）に基づき、当年
度末において発生したと認められる額を計上しております。

（９）役員退職慰労引当金の計上方法
　　 　役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、支給見込額のうち、当年度末において発生したと認
められる額を計上しております。

（10）価格変動準備金の計上方法
　　 　価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出し

た額を計上しております。

（11）ヘッジ会計の方法
　　 　ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成

20年3月10日　企業会計基準委員会）に従い、貸付金の一部
に対するキャッシュフローのヘッジとして金利スワップの特例
処理を行っております。

　　 　なお、金利スワップの特例処理の適用条件を満たすものにつ
いては、有効性の検証を省略しております。

（12）消費税等の会計処理方法
　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

（13）責任準備金の積立方法
　　 　責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であ

り、保険料積立金については次の方式により計算しております。
　　　① 　標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定

める方式（平成8年大蔵省告示第48号）
　　　② 　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準

純保険料式

（14）連結納税制度の適用
　　 　日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用し

ております。



12 ．信託された有価証券を貸出運用し、収益を獲得する有価証券信
託の設定により、当該信託に拠出している有価証券（国債）の貸
借対照表価額は、2,012,804百万円であります。

13．有形固定資産の減価償却累計額は3,148百万円であります。 

14 ．関係会社に対する金銭債権の総額は586百万円、金銭債務の総額
は129,348百万円であります。

15 ．繰延税金資産の総額は、260,101百万円、繰延税金負債の総額
は、25,905百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額
として控除した額は、103百万円であります。

　 　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、金銭の信託運用損
88,467百万円、その他有価証券評価差額金90,907百万円及び支払
備金55,670百万円であります。

　 　繰延税金負債の発生の原因別内訳は、その他有価証券評価差額金
20,718百万円及び金銭の信託に係る未収配当5,187百万円であり
ます。

16 ．当年度における法定実効税率は36.21％であり、法定実効税率と
税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳
は、日本郵政公社より承継された株式配当未収収益等損金不算入
項目による影響28.66％であります。

17 ．貸借対照表に計上したその他の有形固定資産の他、リース契約
により使用している重要な有形固定資産として電子計算機があり
ます。

18 ．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりです。
　　　日本郵政公社承継残高 2,932,089百万円
　　　支払備金からの積み替えによる増加 2,972　〃　
　　　当年度契約者配当金支払額 197,883　〃　
　　　利息による増加等 12,881　〃　
　　　年金買増しによる減少 589　〃　
　　　契約者配当準備金繰入額 106,910　〃　
　　　当年度末現在高 2,856,381　〃　

19 ．関係会社の株式はありません。

20 ．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受再保険に係る
責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該再保険に関する再保険
契約により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平
成17年法律第101号）による簡易生命保険責任準備金の算出方法
書に基づき算出された額を下回らないよう、当社の保険料及び責任
準備金の算出方法書に基づき算出された額101,040,914百万円を
積み立てております。

　 　また、受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金3,076,245
百万円、価格変動準備金559,002百万円を積み立てております。

21 ．貸借対照表に計上した「機構預り金」とは、独立行政法人郵便貯
金・簡易生命保険管理機構との簡易生命保険管理業務の委託契約に
基づき、民営化時に預託された機構における支払備金、訴訟及び調
停に係る損害賠償損失引当金に相当する額であり、当事業年度末ま
でに支払い等が行われていない額であります。

22 ．当事業年度より、日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納
税制度を適用しております。
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２ ．信託された有価証券を貸出運用し、収益を獲得する有価証券信託
の設定により、当該信託に拠出している有価証券（国債）の貸借対
照表価額は、2,006,892百万円であります。

３ ．有形固定資産の減価償却累計額は14,147百万円であります。

４ ．関係会社に対する金銭債権の総額は3百万円、金銭債務の総額は
15,317百万円であります。

５ ．繰延税金資産の総額は、193,214百万円、繰延税金負債の総額
は、17,233百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額
として控除した額は、91百万円であります。

　 　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、金銭の信託運用損
51,948百万円、支払備金48,238百万円、責任準備金40,273百万
円、退職給付引当金19,432百万円、その他有価証券評価差額金
12,121百万円及び価格変動準備金8,117百万円であります。

　 　繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差
額金15,832百万円であります。

６ ．当年度における法定実効税率は36.21％であり、法定実効税率と
税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳
は、過年度法人税等▲10.16％であります。

７ ．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
　　　前年度末現在高 2,856,381百万円
　　　当年度契約者配当金支払額 396,351百万円
　　　利息による増加等 25,357百万円
　　　年金買増しによる減少 870百万円
　　　契約者配当準備金繰入額  275,913百万円
　　　当年度末現在高 2,760,430百万円

８ ．関係会社の株式はありません。

９ ．担保に供されている資産の額は、有価証券（国債）200百万円で
あります。

10 ．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受再保険に係
る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該再保険に関する再
保険契約により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構
法（平成17年法律第101号）による簡易生命保険責任準備金の算
出方法書に基づき算出された額を下回らないよう、当社の保険料
及び責任準備金の算出方法書に基づき算出された額93,166,194
百万円を積み立てております。

　 　また、受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金2,885,580
百万円、価格変動準備金446,581百万円を積み立てております。

11 ．貸借対照表に計上した「機構預り金」とは、独立行政法人郵便貯
金・簡易生命保険管理機構との簡易生命保険管理業務の委託契約に
基づき、民営化時に預託された機構における支払備金、訴訟及び調
停に係る損害賠償損失引当金に相当する額であり、当事業年度末ま
でに支払い等が行われていない額であります。



23．１株当たりの純資産額は、45,212円54銭であります。

24．退職給付債務に関する事項は以下のとおりであります。
　（１）退職給付債務及びその内訳
　　　イ　退職給付債務 ▲ 52,071百万円
　　　ロ　未認識数理計算上の差異 ▲ 244　〃　
　　　ハ　退職給付引当金（イ＋ロ） ▲ 52,316　〃　

　（２）退職給付債務等の計算基礎
　　　イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
　　　ロ　割引率 1.7％
　　　ハ　数理計算上の差異の処理年数 14年

１ ．関係会社との取引による収益の総額は262百万円、費用の総額は
7,723百万円であります。

２ ．有価証券売却益の主な内訳は、外国証券30,779百万円でありま
す。

３ ．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券11,237百万円、外国
証券51,212百万円であります。

４ ．有価証券評価損の主な内訳は、外国証券105,568百万円であり
ます。

５ ．金銭の信託運用損には、評価損が244,317百万円含まれており
ます。

６ ．１株当たり当期純利益は、768円54銭であります。
　 　但し、平成19年10月1日民営化後の期間における当期純利益

を、同日以降の普通株式の期中平均株式数で除して算定した1株当
たり当期純利益は、385円37銭であります。

７ ．保険料には、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受
再保険に関する再保険契約に基づく保険料が3,258,275百万円含ま
れております。

８ ．保険金には、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受
再保険に関する再保険契約に基づく保険金が6,147,407百万円含ま
れております。
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12．１株当たりの純資産額は、53,637円80銭であります。

13 ．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対す
る当年度末における当社の今後の負担見積額は1,384百万円であり
ます。

　 　なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しておりま
す。

14 ．現在当社では、保険金の支払点検により追加で保険金等の支払
いを行う可能性がある事案の調査を実施しております。調査は継
続中であり、追加支払額の算定は困難であります。

15．退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。
　（１）退職給付債務及びその内訳
　　　イ　退職給付債務 ▲ 53,148百万円 
　　　ロ　未認識数理計算上の差異 ▲ 518百万円 
　　　ハ　退職給付引当金（イ＋ロ） ▲ 53,667百万円 

　（２）退職給付債務等の計算基礎
　　　イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
　　　ロ　割引率 1.7％ 
　　　ハ　数理計算上の差異の処理年数 14年 

１ ．関係会社との取引による収益の総額は12百万円、費用の総額は
7,500百万円であります。

２ ．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券9,318百万円、外国証
券57,313百万円であります。

３ ．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券6,392百万円、外国証
券100,772百万円であります。

４ ．有価証券評価損の主な内訳は、外国証券58,738百万円でありま
す。

５ ．金銭の信託運用損には、評価損が243,989百万円含まれており
ます。

６ ．１株当たりの当期純利益は1,915円83銭であります。

７ ．保険料には、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受
再保険に関する再保険契約に基づく保険料が5,629,491百万円含ま
れております。

８ ．保険金には、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受
再保険に関する再保険契約に基づく保険金が13,865,789百万円含
まれております。



９ ．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受再保険に関す
る再保険契約により、受再保険に係る区分で発生した損益等に基づ
き、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構のため、当年度
において契約者配当準備金へ106,910百万円を繰り入れておりま
す。

10．退職給付費用に関する事項は、次のとおりであります。
　　　イ　勤務費用 1,375百万円
　　　ロ　利息費用 449　〃　

11 ．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。
　（１）兄弟会社等

属性 会社等
の名称 

議決権等の
所有（被所

有）割合（％）

関連当事者
との関連

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

兄弟会社 郵便局
株式会社 なし 保険業務

代理店 業務委託 207,942 代理店借 36,296

　取引条件
　　１ ．委託業務に関連して発生する受託会社の総原価を基準に決定

しております。
　　２ ．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消

費税を含めております。

　（２）取締役との取引はございません。

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：千株）

前年度末
株式数

当年度増加
株式数

当年度減少
株式数

当年度末
株式数

発行済株式
（普通株式） 2 19,998 − 20,000

合　計 2 19,998 − 20,000

（注）１ ．当社は、㈱かんぽの定款変更を行い生命保険会社として設
定したことから、前年度末の株式数2千株は㈱かんぽの発行
済株式数を記載しております。

　　　２ ．当年度増加株式数は、郵政民営化法（平成17年法律第97
号）第128条第1項において、当社は同法第166条第1項に
規定する承継計画において定めるところに従い、株式を発行
したものです。

　
２．その他
　 　当社は、平成19年10月1日、郵政民営化法（平成17年法律第97

号）第128条第2項の規定により、同法第166条に規定する承継計
画において定めるところに従い、日本郵政公社から財産の出資を受
けました。出資を受けた財産の概要は以下のとおりであります。

　　　　　株式会社　かんぽ生命保険（平成19年10月1日）
　資産　　　113,737,248百万円 　負債　　　　112,737,304百万円

　純資産　　　　　999,944百万円
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（株主資本等変動計算書の注記）

平成19年度 平成20年度

平成19年度 平成20年度

９ ．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の受再保険に関す
る再保険契約により、受再保険に係る区分で発生した損益等に基づ
き、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構のため、当年度
において契約者配当準備金へ275,913百万円を繰り入れておりま
す。

10 ．退職給付費用に関する事項は、次のとおりであります。
　　　イ　勤務費用 2,722百万円
　　　ロ　利息費用 890百万円
　　　ハ　数理計算上の差異の費用処理額 ▲ 17百万円

11 ．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。
　・兄弟会社等

属性 会社等
の名称 

議決権等の
所有（被所

有）割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社の
子会社

郵便局
株式会社 なし 保険業務

代理店 業務委託 415,210 代理店借 37,320

　取引条件
　　１ ．委託業務に関連して発生する受託会社の総原価を基準に決定

しております。
　　２ ．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消

費税を含めております。

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：千株）

前年度末
株式数

当年度増加
株式数

当年度減少
株式数

当年度末
株式数

発行済株式
（普通株式） 20,000 − − 20,000

合　計 20,000 − − 20,000
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2-5　債務者区分による債権の状況
（単位： 百万円、％）

区	　　　	分 平成19年度末 平成20年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 − −
危険債権 − −
要管理債権 − −

小計 − −
（対合計比） （　　　  −） （　　　  −）
正常債権 19,957,398 18,373,751

合計 19,957,398 18,373,751
（注1）  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す

る債権及びこれらに準ずる債権です。
（注2） 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ

ない可能性の高い債権です。
（注3） 要管理債権とは、３ヶ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。
（注3） なお、３ヶ月以上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権を除く。）、条件緩和

貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３ヶ月以上延滞貸付金を除く。）です。

（注4） 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

平成19年度 平成20年度

平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

2-6　リスク管理債権の状況

2-7　元本補てん契約のある信託に係る貸出金の状況

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額
　　　該当事項はございません。

（２ ）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日
が翌事業年度となるもの

　　 　平成21年5月21日の取締役会において、次のとおり決議し
ております。

　　・普通株式の配当に関する事項
　　　　配当金の総額 9,579百万円
　　　　配当の原資 利益剰余金
　　　　１株当たりの配当額 478.95円
　　　　基準日 平成21年3月31日
　　　　効力発生日 平成21年5月22日
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2-8　保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
（単位： 百万円）

項　　　目 平成19年度末 平成20年度末

ソルベンシー・マージン総額　 （Ａ） 4,515,352 4,539,541

資本金等 1,027,902 1,056,639
価格変動準備金 559,002 446,581
危険準備金 3,076,245 2,886,245
一般貸倒引当金 0 14
その他有価証券の評価差額×90％（マイナスの場合100％） ▲ 193,841 9,223
土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） 2,511 336
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 15,422 80,642
負債性資本調達手段等 − −
控除項目 − −
その他 28,110 59,856

リスクの合計額 （Ｂ） 808,960 635,003

保険リスク相当額　　　　　　　　　R1 192,794 187,951

第三分野保険の保険リスク相当額　　R8 197,707 179,089

予定利率リスク相当額　　　　　　　R2 82,890 71,934

資産運用リスク相当額　　　　　　　R3 600,940 424,922

経営管理リスク相当額　　　　　　　R4 21,486 17,277

最低保証リスク相当額　　　　　　　R7 − −
ソルベンシー・マージン比率
　　　　　　　（Ａ）　     　　　 

×１００
　　　　　（１／２）×（Ｂ）

1,116.3％ 1,429.7%

（注）  上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています（「全期チルメル式責任準備金相当額超過
額」は告示第50号第1条第3項第1号に基づいて算出しています）。
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（１）有価証券の時価情報

1）売買目的有価証券の評価損益

平成19年度末、平成20年度末において、売買目的有価証券は保有していません。

2-9　有価証券等の時価情報（会社計）

2）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位： 百万円）

区	　　分
平成19年度末 平成20年度末

帳簿価額 時価
差　損　益

帳簿価額 時価
差　損　益

うち差益 うち差損 うち差益 うち差損
満期保有目的の債券 31,366,941 32,187,510 820,569 823,269 2,700 35,360,140 36,358,633 998,492 1,005,083 6,590
責任準備金対応債券 44,037,157 44,742,056 704,899 851,310 146,410 40,821,219 41,536,025 714,805 802,520 87,715
子会社・関連会社株式 − − − − − − − − − −
その他有価証券 11,816,976 11,623,135 ▲ 193,841 57,216 251,057 7,436,145 7,446,393 10,248 44,178 33,930

公社債 7,610,356 7,654,912 44,556 50,335 5,778 6,244,676 6,262,002 17,325 32,129 14,804
株式 1,675,142 1,458,350 ▲ 216,792 6,784 223,577 313,216 296,379 ▲ 16,837 1,314 18,152
外国証券 2,531,477 2,509,872 ▲ 21,605 96 21,701 873,652 883,483 9,831 10,733 901

公社債 2,531,477 2,509,872 ▲ 21,605 96 21,701 873,652 883,483 9,831 10,733 901
株式等 − − − − − − − − − −

その他の証券 − − − − − − − − − −
買入金銭債権 − − − − − 4,600 4,527 ▲ 72 − 72
譲渡性預金 − − − − − − − − − −
その他 − − − − − − − − − −
合　計 87,221,076 88,552,702 1,331,626 1,731,796 400,169 83,617,505 85,341,052 1,723,546 1,851,782 128,236

公社債 83,014,455 84,584,480 1,570,024 1,724,915 154,890 82,426,037 84,156,660 1,730,623 1,839,733 109,109
株式 1,675,142 1,458,350 ▲ 216,792 6,784 223,577 313,216 296,379 ▲ 16,837 1,314 18,152
外国証券 2,531,477 2,509,872 ▲ 21,605 96 21,701 873,652 883,483 9,831 10,733 901

公社債 2,531,477 2,509,872 ▲ 21,605 96 21,701 873,652 883,483 9,831 10,733 901
株式等 − − − − − − − − − −

その他の証券 − − − − − − − − − −
買入金銭債権 − − − − − 4,600 4,527 ▲ 72 − 72
譲渡性預金 − − − − − − − − − −
その他 − − − − − − − − − −

（注1）  本表には、CD（譲渡性預金）等、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含んでいます。
（注2） 「金銭の信託」のうち売買目的有価証券以外のものを含み、その帳簿価額、差損益は、それぞれ、平成19年度が1,675,142百万円、▲216,792百万円、　

平成20年度が313,216百万円、▲16,837百万円です。
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・時価のない有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。
（単位： 百万円）

区　分 平成19年度末 平成20年度末

満期保有目的の債券 − −
非上場外国債券 − −
その他 − −

責任準備金対応債券 − −
子会社・関連会社株式 − −
その他有価証券 1,014,581 1,149,100

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） − −
非上場外国株式（店頭売買株式を除く） − −
非上場外国債券 − −
その他 1,014,581 1,149,100

合　計 1,014,581 1,149,100
（注）  本表には、CD（譲渡性預金）等、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含んでいます。

（2）金銭の信託の時価情報
（単位： 百万円）

区	　　分
平成19年度末 平成20年度末

貸借対照表
計上額 時価

差　損　益 貸借対照表
計上額 時価

差　損　益
うち差益 うち差損 うち差益 うち差損

金銭の信託 1,861,542 1,861,542 − − − 409,123 409,123 − − −

1）運用目的の金銭の信託

平成19年度末、平成20年度末において、運用目的の金銭の信託は保有していません。

2）満期保有目的・責任準備金対応・その他の金銭の信託
（単位： 百万円）

区	　　分
平成19年度末 平成20年度末

帳簿価額 時価
差　損　益

帳簿価額 時価
差　損　益

うち差益 うち差損 うち差益 うち差損
満期保有目的の
金銭の信託

− − − − − − − − − −

責任準備金対応の
金銭の信託

− − − − − − − − − −

その他の
金銭の信託

2,078,335 1,861,542 ▲216,792 6,784 223,577 425,960 409,123 ▲16,837 1,314 18,152

国内株式ファンド 1,997,592 1,780,799 ▲216,792 6,784 223,577 342,622 325,785 ▲ 16,837 1,314 18,152

不動産ファンド 80,743 80,743 − − − 83,338 83,338 − − −
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（3） デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用の合算値）

1）定性的情報

2）定量的情報

①取引の内容
　当社が利用対象としている主なデリバティブ取引は、以下のと
おりです。
　　・金利関連：金利スワップ取引
　　・通貨関連：為替予約取引

②取組方針
　当社では、デリバティブ取引を運用に関する資産の金利・為替
変動リスクに対する主要なヘッジ手段と位置付けており、原則と
してヘッジ目的の利用に限定し、投機目的には利用しないこととし
ています。

③利用目的
　当社が利用しているデリバティブ取引の主な目的は、以下のと
おりです。
　　・「金利関連取引」は、当社の貸付金の変動金利を固定金

利化する目的で利用しています。
　　・「通貨関連取引」は、外貨建資産の購入・売却・償還金な

どの外貨キャッシュ・フローの円価額を確定させる目的で利
用しています。

　上記取引のうち、変動金利を固定金利化する目的の「金利関
連取引」については、キャッシュ・フローのヘッジとして金利スワッ
プの特例処理を適用しています。

④リスクの内容
　当社が利用しているデリバティブ取引は、原則として運用に関
する資産の金利・為替変動リスクのヘッジを目的としているため、
デリバティブ取引のもつ市場関連リスクは減殺され、限定的なも
のになっています。
　また、取引形態は、格付等を勘案し信用度が高いと判断される
取引先を選別した店頭取引であり、取引相手が倒産等により契
約不履行に陥り、損失を被るリスクは限定的です。

⑤リスク管理体制
　当社では、リスク管理基本方針を定め、デリバティブ取引につ
いては運用方針等を規定化するとともに、ヘッジ目的の利用に限
定し、投機目的には利用しないこととしています。
　また、取引先ごとの与信限度額を設定することでリスクを抑制
し、取引先の選定にあたっては、格付等を勘案し信用度が高いと
判断される取引先を選別しています。
　なお、各リスクを総合的に管理する組織として、「リスク管理統
括部」を設置し、内部管理体制の強化を図っています。

⑥定量的情報に関する補足説明
　　・時価算定に係る補足説明
　　　【金利スワップ取引】
　　　　 公表されている市場金利を基準として、将来のキャッ
　　　シュ・フロー差額を現在価値に割り引いた理論価格
　　・差損益に関する補足説明
　　　　当社では、デリバティブ取引を原則として運用に関する
　　　資産の市場関連リスクをヘッジする手段として利用してお
　　　り、いわゆるトレーディング目的の取引はありません。
　　　　 例えば、金利スワップ取引は、変動金利を固定金利化
　　　する目的で利用しており、取引単位で損益をとらえるのでは
　　　なく、ヘッジ対象となる運用に関する資産と合わせて管理
　　　を行っています。

①差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）
（単位： 百万円）

区　　　分 金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計

平
成
19
年
度
末

ヘッジ会計適用分 − − − − − − 

ヘッジ会計非適用分 − − − − − − 

合　計 − − − − − − 

平
成
20
年
度
末

ヘッジ会計適用分 ▲ 55 − − − − ▲ 55

ヘッジ会計非適用分 − − − − − − 

合　計 ▲ 55 − − − − ▲ 55
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③通貨関連
平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

④株式関連
平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

⑤債券関連
平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

⑥その他
平成19年度末、平成20年度末において、該当の残高はありません。

②金利関連
（単位： 百万円）

区分 種類

平成19年度末 平成20年度末

契約額等
時価 差損益

契約額等
時価 差損益

うち1年超 うち1年超

店頭
金利スワップ

固定金利受取／
変動金利支払 − − − − 11,300 11,300 ▲ 55 ▲ 55

合　計 − ▲ 55

（注）「差損益」欄には、スワップ取引については時価（現在価値）を記載しています。

（参考）金利スワップ残存期間別残高
（単位： 百万円、%）

区　　　分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 合計

平
成
19
年
度
末

受取側固定
スワップ想定元本

− − − − − − −

平均受取固定金利 − − − − − − − 

平均支払変動金利 − − − − − − − 

合　計 − − − − − − − 

平
成
20
年
度
末

受取側固定
スワップ想定元本

− − 9,300 2,000 − − 11,300

平均受取固定金利 − − 1.25 1.25 − − 1.25

平均支払変動金利 − − 1.13 1.20 − − 1.14

合　計 − − 9,300 2,000 − − 11,300
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2-10　経常利益等の明細（基礎利益）
（単位： 百万円）

項　　　目 平成19年度 平成20年度

基礎利益 Ａ 267,278 432,430
キャピタル収益 30,779 66,632

金銭の信託運用益 − −
売買目的有価証券運用益 − −
有価証券売却益 30,779 66,632
金融派生商品収益 − −
為替差益 − −
その他キャピタル収益 − −

キャピタル費用 526,066 474,777
金銭の信託運用損 318,576 296,779
売買目的有価証券運用損 − −
有価証券売却損 62,449 107,165
有価証券評価損 105,568 58,738
金融派生商品費用 − −
為替差損 6,231 230
その他キャピタル費用 33,240 11,863

キャピタル損益 Ｂ ▲ 495,286 ▲ 408,144
キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ ▲ 228,008 24,285
臨時収益 240,000 190,000

再保険収入 − −
危険準備金戻入額 240,000 190,000
その他臨時収益 − −

臨時費用 − −
再保険料 − −
危険準備金繰入額 − −
個別貸倒引当金繰入額 − −
特定海外債権引当勘定繰入額 − −
貸付金償却 − −
その他臨時費用 − −

臨時損益 Ｃ 240,000 190,000
経常利益（損失） Ａ＋Ｂ＋Ｃ 11,991 214,285

（注）  金銭の信託運用損のうちインカム・ゲインに相当する額（平成19年度：33,240百万円、平成20年度：11,863百万円）を、「その他キャピタル費用」に計上し「そ
の他基礎収益」として基礎利益に含めております。
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当社代表者は、財務諸表等についての適正性、及び財務諸表等作成に係る内部統制の有効性について確認しています。
平成20年度の確認書は以下のとおりです。

当社は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びに附属明細書について、あずさ監査法人の監査を受けています。

2-11　 計算書類等について会社法による会計監査人の監査

2-12　 代表者による財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性の確認
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該当ありません。

2-13　 事業年度の末日において、保険会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他保険会社の経営に重要な影響を及ぼ
す事象が存在する場合には、その旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び
検討内容並びに当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 




